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Ⅰ 調査の概要
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１ 調査の目的

本県においては、生産年齢人口の減少等に伴い、人手不足が深刻化しており、そ

れを補う形で外国人労働者が増加している。また、新たな在留資格「特定技能」の

創設により、今後、更に外国人労働者の増加が見込まれている。

このような中、県内における外国人労働者（主に外国人技能実習生及び特定技能

外国人）の活用状況や課題、今後の受入れのニーズ等を把握し、外国人材の安定的

な受入れ、活躍を推進するための環境整備に活用するため、以下のとおり調査・分

析を行う。
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２ 調査方法

（１）調査対象
①県内の監理団体（24先）
②県内の外国人技能実習生雇用事業者（185先）
③県内の外国人未雇用事業者を含む事業者（1,000先）

（２）抽出・調査方法

（３）調査項目
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上記区分 抽出方法 調査方法

① 厚生労働省が公表する「監理団体一覧」による県内
の監理団体

郵送によるアンケートお
よびヒアリング

② 「①」へのヒアリングによる県内の技能実習生受入事
業者

郵送によるアンケート
③

総務省「事業所母集団DB」から「製造業、農業（畜産
含む）、建設業、介護事業、宿泊業、飲食業」の県内
事業者を無作為抽出

上記区分 調査項目

① 団体概要、技能実習生の受入状況、技能実習生の受入予想、特定技能につい
て、外国人材の受入れにあたっての課題 等

②、③ 団体概要、外国人労働者の受入状況、外国人労働者の受入予想・理由、外国人
材の受入れに関する意見 等



３ 調査期間

４ 回収結果

５ 注意事項
 図表の「N」の数値は、質問に対する回答の総数を表す。
 割合（％）は、端数処理（小数点第二位で四捨五入）の関係で、合計が100％とならないものが

ある。また、割合が０.１％以下となる数値については、０.０％と表記している。
 複数回答の設問は、全ての百分率（％）を合計すると、通常100％を超える。
 他設問とのクロス集計については、同じ調査対象者に行った他の設問とのクロスを記載してい

る。
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上記区分 調査期間
① 令和元年8月22日（木）～令和元年9月 6日（金）

②、③ 令和元年9月12日（木）～令和元年9月25日（水）

上記区分 配布数 回答数 回収率
① 24 20 83.3%

② 185 95 51.4%

③

合計 1,000 376 37.6%

製造業 208 87 41.8%

農業（畜産含む） 56 31 55.4%

建設業 294 124 42.2%

介護事業 92 42 45.7%

宿泊業 47 21 44.7%

飲食業 303 65 21.5%

業種不明 6 -



Ⅱ 調査結果
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１ 監理団体アンケート
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１ 監理団体アンケート
（１）技能実習生の実績

 2019年7月末の県内監理団体の技能実習生は、
1監理団体あたり「0人~50人」が50.0％と最
も多く、次いで「101人~200人」が25.0％、
「201人以上」が15.0％である。

 2019年7月末の県内監理団体の技能実習生を合
計すると、2,216名（1監理団体あたり平均
110名）である。

 国別では、「ベトナム」が75.0％と最も多く、
次いで「中国」が10.2％、「フィリピン」が
9.4％である。

送出し国名
技能実習生（人）

合計（割合） 平均値 中央値

①ベトナム 1,661 （75.0%） 83 23

②中国 226 （10.2%） 11 16

③フィリピン 209 （9.4%） 10 42

④インドネシア 94 （4.2%） 5 17

⑤カンボジア 26 （1.2%） 1 4

⑥ミャンマー 0 （0.0%） 0 0

⑦ネパール 0 （0.0%） 0 0

⑧その他 0 （0.0%） 0 0

合計 2,216 （100.0%） 110 54

【1監理団体あたりの技能実習生数】

0人～50人

50.0%

51人～100人

10.0%

101人～200人

25.0%

201人以上

15.0%

（N=20）



１ 監理団体アンケート
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（２）技能実習生の受入予想

 2020年3月末の受入企業数は、
2019年7月末より146社（1.46
倍）増加予定である。

 2020年3月末の技能実習生数は、
2019年7月末より603人（1.27
倍）増加予定である。

【受入企業および技能実習生数の受入予想】

2019年7月末実績 2020年3月末予想 増減

合計 平均 合計 平均 合計 倍率

受入企業（数） 314 15.7 460 23 146 1.46

技能実習生（人） 2,216 110 2,819 140 603 1.27

314 

2,216

460 

2,819 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

受入企業（数） 技能実習生（人）
（N=20）

2019年7月末

2020年3月末



１ 監理団体アンケート
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（３）今後5年間での見通し（その１）

 受入企業数は、「微増（1.2倍程
度）」が50.0％と最も多く、次
いで「大幅に増加（2.0倍程
度）」が30.0％、「ある程度増
加（1.5倍程度）」および「増減
なし（1.0倍程度）」が10.0％
である。

 技能実習生数は、全体で「微増
（1.2倍程度）」が45.0％と最
も多く、次いで「大幅に増加
（2.0倍程度）」が35.0％、
「ある程度増加（1.5倍程度）」
が20.0％である。

 技能実習生数別で見ると、「大
幅に増加（2.0倍程度）」の割合
は「51人~100人」が50.０％と
最も多く、「微増（1.2倍程
度）」の割合は、「101人~200
人」が60.0％と最も多い。

【受入企業数の見通し】

大幅に増加

（現状の2倍程度）

30.0%

ある程度増加

（1.5倍程度）

10.0%

微増

（1.2倍程度）

50.0%

増減なし

（1.0倍程度）

10.0%

（N=20）



１ 監理団体アンケート
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（３）今後5年間での見通し（その２）

【技能実習生数別の状況】

33.3%

40.0%

50.0%

30.0%

35.0%

大幅に増加

（現状の２倍程度）

33.3%

30.0%

20.0%

ある程度増加

（1.5倍程度）

33.3%

60.0%

50.0%

40.0%

45.0%

微増

（1.2倍程度）

増減なし

（1.0倍程度）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

201人以上(N=3)

101人～200人(N=5)

51人～100人(N=2)

0人～50人(N=10)

全体

技能実習生数



１ 監理団体アンケート
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【今後の技能実習生の受入見通しに係る主な意見】

 潜在的に受入れたいと思っている企業はまだまだ多く、受入企業側の体制、整備が進め
ば現状よりも大幅に増加する。

 実習生を導入したいという企業は増加傾向にある。

 全体的に人手不足が続いている。

 受入企業の優良枠を使って、倍近く受け入れたい企業や3号を入れたい企業の問い合わせ
があるが、宿泊施設の問題がある。全体としては、去年と比較して1.5倍増。

 他県の監理団体から当監理団体への切替えや特定監理団体から一般監理団体への移行に
よる受入人数枠も倍になり、実習生の人数も増える予定。

 前向きな検討をされている企業からの問い合わせが多く、特に介護分野の要望は増加し
ている。

 建設業・農業でも、人材不足が深刻であり、相談も多くなっているため。今後は介護職
種の増加が見込まれる。

 2025年頃になると仕事が少なくなり、地方都市は人余りになりそうだが、介護関係は今
後20～30年位は人手不足になると予想。

 過去3年間の実績から、今後外国人の需要が減ることは考えづらく、また、鹿児島におい
ては転職が可能な特定技能より、技能実習のほうがなじむ。 など



１ 監理団体アンケート
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（４）今後、技能実習生の受入れが有望な送出し国および業種

 今後更に５年間で、技能実習生
の受入れが有望な（増加が見込
まれる）送出し国は、「ベトナ
ム」が50.0％と最も多く、次い
で「インドネシア」が40.0％、
「ミャンマー」および「フィリ
ピン」が35.0％である。

 今後更に５年間で、技能実習生
の増加が特に見込まれる業種
は、「介護事業」が40.0％と最
も多く、次いで「建設業」およ
び「農業（畜産含む）」が
35.0％である。

【今後有望な送出し国（複数回答）】

【今後増加が特に見込まれる業種（複数回答）】

5.0 

10.0 

0.0 

0.0 

5.0 

10.0 

15.0 

35.0 

35.0 

40.0 

50.0 

 0  20  40  60

無回答

その他

ネパール

モンゴル

スリランカ

中国

カンボジア

フィリピン

ミャンマー

インドネシア

ベトナム

（Ｎ=20）

5.0 

10.0 

30.0 

30.0 

35.0 

35.0 

40.0 

 0  10  20  30  40  50

無回答

その他

宿泊業

製造業

農業（畜産含む）

建設業

介護事業

（Ｎ=20）



１ 監理団体アンケート
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（５）特定技能外国人の受入れ見通し

 特定技能外国人の受入れ見通し
は、「やや増加する」が60.0％
と最も多く、次いで「大幅に増
加する」が25.0％、「わからな
い」が10.0％である。

 大幅に増加する理由は「今後の
認知度向上」、「技能実習より
も広範囲な職種」等、やや増加
する（大幅に増加しない理由）
は「都市部との賃金格差による
転職」、「企業側の受入体制整
備不足」等の意見が多い。

【特定技能外国人の受入れ見通し】

大幅に増加する

25.0%

やや増加する

60.0%

増加しない

5.0%

わからない

10.0%

（N=20）



１監理団体アンケート
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【特定技能外国人の受入れ見通しに関する主な意見】

●大幅に増加する
 外国人材受入れについては、今後も技能実習生が中心。特定技能については、今はま

だ様子を見ている関係者が多い。今後は不透明だった部分もクリアになってくるので、
そうなれば特定技能も大幅に増加する。

 技能実習生については、職種が限定されているが、特定技能は、14分野であれば職種
に係らず受入れが可能であるため、増加する。

●やや増加する
 特定技能は技能実習2号、3号からの移行が中心になる。外国人を受け入れたことのな

い企業にとってハードルは高いので、まだまだ技能実習生中心になる。
 特定技能の受入れは、経費が外国人技能実習生に比べて少なくすむので増加する。
 技能実習の3年と、特定技能の5年（1号）とあわせて、8年間雇用できる点が良いが、

特定技能の2号は移行できる業種が限定され、最長で5年と制限されている点が雇用側
には魅力として写らない。

 特定技能は賃金の面などで都市部が魅力的。県内では技能実習の方が受入れやすい。
 需要はあるが、企業側の制度に関する認知度不足や住居確保等の体制整備が不十分。

●増加しないまたはわからない
 賃金の差（都市圏）がある為、特定技能の場合、都市圏に集まりやすい状況。
 技能実習生は、都会（関東、関西方面）を希望しているのが多数で、県内希望はほと

んどいない。特定技能1号での雇入れは、時給870円ぐらい出さないと難しい。
など



１監理団体アンケート
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（６）外国人材受入れの課題

 外国人材受入れの重要度、
優先度の高い課題は、「失
踪や事故等への対応」およ
び「一定レベルの日本語能
力の習熟（コミュニケー
ション）」が55.0％と最も
多く、次いで「受入企業の
体制整備」が45.0％、「賃
金など処遇の向上」が
35.0％である。

【外国人材受入れの重要度、優先度の高い課題（複数回答）】

【主な自由意見】
 鹿児島とベトナム（ハノイ市）の直行便を推進して欲しい。
 居住の確保も難しいので、空き家対策等の助成を行って欲しい。
 公営住宅の入居を認めて欲しい。
 鹿児島県で技能検定試験が受けられないケースがあるため、県内での技能検定試験が受け

られる様にして欲しい（技能実習生を移行対象職種で受入れた際の1号から2号または2号
生から3号生に移行する際の技能検定試験）。

5.0 

10.0 

0.0 

0.0 

10.0 

15.0 

20.0 

20.0 

25.0 

35.0 

45.0 

55.0 

55.0 

 0  10  20  30  40  50  60

無回答

その他

安定的な受入れ人数の確保

外国人材向け相談体制の充実

外国人材の優良な活用事例の共有

文化、生活習慣の相互理解

送出し国や外国人材に対する鹿児島の…

受入企業向け相談体制の充実

多言語対応の生活環境整備…

賃金など処遇の向上

受入企業の体制整備…

一定レベルの日本語能力の習熟（コミュ…

失踪や事故等への対応

（Ｎ=20）



２ 事業者アンケート
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（１）属性

【外国人労働者（技能実習生含む）の受入先】
【従業員数】

【売上高】

受入先である

20.2%

受入先でない

79.8%

（N=471）

0～9人

41.0%

10～29人

36.5%

30～49人

9.1%

50～99人

3%

100人以上

3.6%

不明

6.8%

（N=471）

0～1億円未満

46.3%

1億～2億円未満

11.9%
2億～3億円未満

8.3%

3億～4億円未満

5.7%

4億～5億円未満

1.7%

5億～6億円未満

1.9%

6億～7億円未満

1.9%

7億～8億円未満

1.5%

8億～9億円未満

1.1%

9億円以上

0.6%

無回答

19.1%

（N=471）

29.3%

20.8%

製造業

11.3%

5.6%

農業(畜産含む)

3.1%

29.4%

建設業

8.9%

9.2%

介護事業

4.5%

4.7%

宿泊業

13.8%

30.3%

飲食業

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答結果(N=471)

県内業種構成

(事業所母集団DB)

業種

【業種】
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（２）人手の過不足感

【業種別の状況】

 人手は、「適正である」が51.4％と最も
多く、次いで「不足している」が
46.3％、「過剰である」が0.8％である。

 業種別に見ると、「農業（畜産含
む）」、「建設業」、「宿泊業」におい
て「不足している」が最も多く、その他
の業種は「適正である」が最も多い。

【人手について】

-

4.8 

1.9 

0.7 

0.8 

過剰である

33.3 

61.5 

47.6 

54.8 

46.6 

41.5 

55.8 

51.4 

適正である

33.3 

36.9 

52.4 

40.5 

52.1 

54.7 

42.8 

46.3 

不足している

33.3 

1.5 

1.4 

1.9 

0.7 

1.5 

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

業種無回答(N=6)

飲食業(N=65)

宿泊業(N=21)

介護事業(N=42)

建設業(N=146)

農業（畜産含む）(N=53)

製造業(N=138)

全体(N=471)

業種
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（３）外国人労働者の雇用（2019年7月末）（その１）

 外国人労働者の雇用は「雇用する予定はない」が56.7％と最も多く、次い
で「雇用している」が28.2％、「今後雇用を検討したい」が10.8％であ
る。

 業種別に見ると、「雇用している」は「農業（畜産含む）」が54.7%と多
く、「雇用する予定はない」は「飲食業」が78.5％と最も多い。

【業種別の状況】

16.7 

4.6 

33.3 

9.5 

17.1 

54.7 

46.4 

28.2 

雇用している

-

1.5 

4.8 

7.1 

2.7 

1.9 

1.4 

2.5 

雇用に向けて

手続を進めている

16.7 

10.8 

23.8 

19.0 

12.3 

13.2 

3.6 

10.8 

今後雇用を

検討したい

50.0 

78.5 

38.1 

64.3 

66.4 

26.4 

48.6 

56.7 

雇用する

予定はない

16.7 

4.6 

1.4 

3.8 

1.7 

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

業種無回答(N=6)

飲食業(N=65)

宿泊業(N=21)

介護事業(N=42)

建設業(N=146)

農業（畜産含む）(N=53)

製造業(N=138)

全体(N=471)

業種
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（３）外国人労働者の雇用（2019年7月末）（その２）

【業種別の状況】

上段:度数

下段:％ 合計 雇用している
雇用に向け
て手続を進
めている

今後雇用を
検討したい

雇用する予
定はない

無回答

471              133              12                51                267              8                   

100.0           28.2             2.5               10.8             56.7             1.7               

138              64                2                   5                   67                -                     

100.0           46.4             1.4               3.6               48.6             -                     

53                29                1                   7                   14                2                   

100.0           54.7             1.9               13.2             26.4             3.8               

146              25                4                   18                97                2                   

100.0           17.1             2.7               12.3             66.4             1.4               

42                4                   3                   8                   27                -                     

100.0           9.5               7.1               19.0             64.3             -                     

21                7                   1                   5                   8                   -                     

100.0           33.3             4.8               23.8             38.1             -                     

65                3                   1                   7                   51                3                   

100.0           4.6               1.5               10.8             78.5             4.6               

-                     -                     -                     -                     -                     -                     

-                     -                     -                     -                     -                     -                     

6                   1                   -                     1                   3                   1                   

100.0           16.7             -                     16.7             50.0             16.7             
無回答

製造業

農業（畜産含む）

建設業

介護事業

宿泊業

飲食業

その他

問2　外国人労働者を雇用しているか

業種

全体
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（３）外国人労働者の雇用（2019年7月末）（その３）

 従業員別に見ると、「雇用している」は従業員「100人以上」が88.2％と最
も多く、「雇用する予定はない」は従業員「０～9人」が79.3％と最も多
い。

【従業員数別の状況】

59.4 

88.2 

57.1 

25.6 

34.9 

10.4 

28.2 

雇用している

6.3 

7.0 

2.9 

1.0 

2.5 

雇用に向けて手続を進めている

12.5 

11.8 

21.4 

16.3 

12.2 

7.3 

10.8 

今後雇用を検討したい

18.8 

21.4 

48.8 

48.8 

79.3 

56.7 

雇用する予定はない

3.1 

2.3 

1.2 

2.1 

1.7 

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従業員数無回答(N=32)

100以上(N=17)

50～99(N=14)

30～49(N=43)

10～29(N=172)

0～9(N=193)

全体(N=471)

従業員数
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（３）外国人労働者の雇用（2019年7月末）（その４）

【従業員数別の状況】

上段:度数

下段:％ 合計 雇用している

雇用に向け

て手続を進
めている

今後雇用を
検討したい

雇用する予
定はない

無回答

471              133              12                51                267              8                   

100.0           28.2             2.5               10.8             56.7             1.7               

193              20                2                   14                153              4                   

100.0           10.4             1.0               7.3               79.3             2.1               

172              60                5                   21                84                2                   

100.0           34.9             2.9               12.2             48.8             1.2               

43                11                3                   7                   21                1                   

100.0           25.6             7.0               16.3             48.8             2.3               

14                8                   -                     3                   3                   -                     

100.0           57.1             -                     21.4             21.4             -                     

17                15                -                     2                   -                     -                     

100.0           88.2             -                     11.8             -                     -                     

32                19                2                   4                   6                   1                   

100.0           59.4             6.3               12.5             18.8             3.1               
不明

問2　外国人労働者を雇用しているか

全体

0～9

10～29

30～49

50～99

100以上

従業員数
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（４）外国人を「雇用している」企業
①外国人労働者の送出し国および労働者数（2019年7月末現在）（その１）

 外国人を「雇用している」と回
答した企業の外国人労働者数の
合計は1,512人（平均11.5人）
である。

 国別では、「ベトナム」が
53.0％と最も多く、次いで
「フィリピン」が17.4％、「中
国」が13.2％である。

送り出し国名 外国人労働者数（人、割合）

①ベトナム 802 （53.0%）

②中国 199 （13.2%）

③フィリピン 263 （17.4%）

④インドネシア 188 （12.4%）

⑤カンボジア 7 （0.5%）

⑥ミャンマー 22 （1.5%）

⑦ネパール 9 （0.3%）

⑧その他 18 （1.8%）

合計 1,512 （100.0%）
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（４）外国人を「雇用している」企業
①外国人労働者の送出し国および労働者数（2019年7月末現在）（その２）

【送出し国別の状況】

0～9人 10～19人 20～29人 30～39人 40～49人 50人以上 無回答

①ベトナム(N=89) 79.3% 10.9% 1.1% 3.3% 0.0% 2.2% 3.3%

②中国(N=22) 68.2% 18.2% 4.5% 4.5% 4.5% 0.0% 0.0%

③フィリピ ン(N=28) 75.9% 10.3% 3.4% 0.0% 0.0% 6.9% 3.4%

④インドネシア(N=5) 40.0% 40.0% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0% 0.0%

⑤カンボジア(N=2) 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

⑥ミャンマー(N=4) 75.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

⑦ネパール(N=2) 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

⑧その他(N=7) 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

合計（N=133） 74.4% 15.0% 2.3% 3.8% 1.5% 2.3% 0.8%
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（４）外国人を「雇用している」企業
②外国人労働者の雇用実績および2020年見込み

 2019年7月末実績の外国人労働者数は合計1,687人、2020年3月末見込みの
外国人労働者数は1,647人であり、44人減であり、年度末による外国人労働
者の帰国等が要因と考えられる。

2019年7月末実績 2020年3月末見込み 増減

外国人労働者（人） 1,687 1,643 ▲44

【外国人労働者数】

66.2%

69.9%

0～9人

15.0%

14.3%

10～19人

4.5%

3.0%

20～29人

3.8%

6.0%

30～39人

1.5%

2.3%

40～49人

3.0%

3.0%

50人以上

6.0%

1.5%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2020年3月末見込み(N=133)

2019年7月末実績(N=133)

外国人労働者数
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（４）外国人を「雇用している」企業
③今後５年間の外国人労働者の受入れ見込み（その１）

 今後5年間の受入れ見込は、「増減なし（1.0倍程度）」が42.1％と最も多
く、次いで「微増（1.2倍程度）」が28.6％、「ある程度増やす（1.5倍程
度）」が21.8％である。

【今後５年間の外国人労働者の受入れ見込み】
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（４）外国人を「雇用している」企業
③今後５年間の外国人労働者の受入れ見込み（その２）

 従業員数別で見ると、「大幅に増やす（2倍程度）」の割合は「50人~99
人」が12.5％と最も多い。

【従業員数別の状況】

5.3 

6.7 

12.5 

3.3 

3.8 

大幅に増やす

（２倍程度）

36.8 

26.7 

12.5 

9.1 

20.0 

20.0 

21.8 

ある程度増やす

（1.5倍程度）

26.3 

13.3 

25.0 

36.4 

30.0 

35.0 

28.6 

微増

（1.2倍程度）

31.6 

40.0 

50.0 

54.5 

43.3 

40.0 

42.1 

増減なし

（1.0倍程度）

13.3 

1.7 

2.3 

減らす

（0.9倍以下）

1.7 

5.0 

1.5 

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従業員数 不明

(N=19)

100以上(N=15)

50～99(N=8)

30～49(N=11)

10～29(N=60)

0～9(N=20)

全体(N=133)

従業員数
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（４）外国人を「雇用している」企業
④今後５年間で受入れを増やしたい送り出し国

 今後5年間で受入れを増やしたいと送り出し国は、「ベトナム」が57.9％と
最も多く、次いで「フィリピン」が27.1％、「ミャンマー」が16.5％であ
る。

【今後５年間で受入れを増やしたい送り出し国（複数回答）】

12.0 

6.0 

1.5 

2.3 

5.3 

11.3 

12.8 

16.5 

27.1 

57.9 

 0  20  40  60  80

無回答（N=16）

その他（N=8）

ネパール（N=2）

スリランカ（N=3）

カンボジア（N=7）

中国（N=15）

インドネシア（N=17）

ミャンマー（N=22）

フィリピン（N=36）

ベトナム（N=77）

[%]

(N=133)
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（４）外国人を「雇用している」企業
⑤外国人を雇用する理由

 外国人を雇用する理由は、「日本人が確保できない」が86.5％と最も多
く、次いで「真面目に働く」が57.1％、「技術取得を目指す外国人を応援
したい」が24.8％である。

【外国人を雇用する理由（複数回答）】

0.8 

1.5 

0.8 

6.8 

6.8 

6.8 

6.8 

13.5 

15.8 

21.8 

24.8 

57.1 

86.5 

 0  10  20  30  40  50  60  70  80  90  100

無回答(N=1)

その他(N=2)

特別な技術・知識がある(N=1)

事業のグローバル展開(N=9)

能力が優れている(N=9)

協調性がある(N=9)

賃金が安い(N=9)

定着率が高い(N=18)

同業他社が雇用している (N=21)

社内の活性化(N=29)

技術取得を目指す外国人を応援したい(N=33)

真面目に働く(N=76)

日本人が確保できない(N=115)

[%]

(N=133)
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（４）外国人を「雇用している」企業
⑥外国人材受入れの際の課題

 外国人材受入れの重要度、優先度の高い課題は、「一定レベルの日本語能力の
習熟（コミュニケーション）」が64.7％と最も多く、次いで「安定的な受け入
れ人数の確保」が45.1％、「文化、生活習慣の相互理解」が25.6％である。

【外国人材受入れの際の課題（複数回答）】

1.5 

3.8 

6.8 

7.5 

8.3 

9.8 

18.8 

24.8 

24.8 

25.6 

45.1 

64.7 

 0  20  40  60  80

無回答

送出し国や外国人材に対する

鹿児島の認知度の不足

外国人材向け相談窓口の充実

外国人材の優良な活用事例の共有

受入企業向け相談窓口の充実

賃金など処遇の向上

多言語対応の生活環境整備

（ごみ出し、公共施設利用など）

受入企業の体制整備

（指導人員の不足、住居の確保、社内規定の整備など）

失踪や事故等への対応

文化、生活習慣の相互理解

安定的な受入れ人数の確保

一定レベルの日本語能力の習熟

（コミュニケーション）

[%]

（N=133）
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（４）外国人を「雇用している」企業
⑦その他外国人材受入れに関する意見・要望等（その１）

 まめに動きまじめに働いてくれて助かっている。
 日本の生活習慣(ゴミ出し、部屋の片付け等）を慣習化させてから来日させてほしい。
 日本語の理解力が不足している人がいる。語学力が問題だと思う。日本の生活習慣

に慣れない人も多い。

 受入時の初期投資と毎月の組合への監理費が高い。
 現在受入れをしている技能実習生は仕事も良く覚えて頑張ってくれているが、初期

費用、監理費など思っていた以上に費用がかかるので大変。3年後にまた受け入れを
するかは今のところ分からない。

 外国人実習生の実習期間を３年（延長５年）から５年（延長７年）くらいに延ばし
て欲しい。

 外国人労働者に対する雇用のセミナー等を多数企画して欲しい。
 技能講習の資格取得について、県内では特別教育のみしか取得できない。技能講習

の取得の際は、通訳を入れられなかったりするので福岡、広島など県外に連れて行
かないと講習を受講できない。県内で受講出来る様になるともっと良いのでは。例
えば、玉掛けなどは必須なのでは。
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（４）外国人を「雇用している」企業
⑦その他外国人材受入れに関する意見・要望等（その2）

 テレビやインターネット等で外国人が劣悪な環境、低賃金で働かされているという
報道を見ると、実態を知らない人が見たら、日本で働いている全ての外国人労働者
がそのような扱いを受けていると勘違いされてしまうのではと思い、雇用している
側としては腹立たしく思う。そのような状況になるのは、外国人労働者の方にも問
題があることもたくさんあるので、全て企業側が悪いというような報道をもっと控
え、企業が努力している点も報道して欲しい。

 技能実習生を4名受け入れ、うち２名が翌月に失踪した。当初から失踪するつもりで
入国していたようである。受入れにあたって多額の費用を負担した。今後も受入れ
を希望しているが、どうしたらいいのか分からなくなる。

 賃金未払い、長時間労働、残業しても支払わない、失踪したら雇用主が悪いなどと
テレビ、新聞等で報道される。私達も日本人社員も実習生と一緒に、毎日働き楽し
く仲良く生活している。それでも失踪されることがあり、本当にショックを受ける。
そういう子達は、出国する時からそのつもりで来ているとしか思えない。又は、イ
ンターネットで好条件があると、だまされて失踪しているのかもしれない。

など
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（５）「雇用に向けて手続を進めている」または「今後雇用を検討したい」企業
①外国人労働者の雇用見込み（その１）

 外国人労働者の雇用見込みの合計は、2020年3月末見込みが36人、2025年
3月末見込みが236人であり、200人の増加である。

 1企業あたりの雇用見込みは、2020年3月末見込みで「0人」が76.2％、
2025年3月末見込みで「2人」が27.0％と最も多く、1企業当たり平均で
3.3人の増加である。

【（参考）技能実習生を雇用する場合の概算コスト】

技能実習生の一般的な給与水準として、社会保険料、税金、家賃、水道光熱費等控除

後の手取額で月額10～12万円以上（総支給額で13.5～15万円以上）が必要といわれ

ています。

また、受入れのための初期費用（日本語教育費用、旅費など）や、送出し機関、監理

団体へ支払う手数料などの費用もかかります。

これらを合わせた金額を時給換算すると、実習生１人あたり時給1,000～1,200円程

度のコストがかかるといわれています。
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（５）「雇用に向けて手続を進めている」または「今後雇用を検討したい」企業
①外国人労働者の雇用見込み（その２）

2020年3月末見込み 2025年3月末見込み 増減

外国人労働者（合計）

（1企業あたり平均）

36 236 36

0.6 3.9 3.3

【外国人労働者の雇用見込み】

【外国人労働者の雇用見込み】

0人

76.2 

0人

6.3 

1～3人

14.3 

1～3人

52.4 

4～6人

1.6 

4～6人

14.3 

7人以上

1.6 

7人以上

15.9 

無回答

6.3 

無回答

11.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2025年見込み

外国人労働者数(N=63)

2020年見込み

外国人労働者数(N=63)
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（５）「雇用に向けて手続を進めている」または「今後雇用を検討したい」企業
②今後５年間で、受入れを増やしたい送出し国

 受入れを増やしたい送出し国は、「ベトナム」が69.8％と最も多く、次い
で「フィリピン」が34.9％、「インドネシア」が20.6％である。

【受入れを増やしたい送出し国（複数回答）】

9.5 

11.1 

3.2 

4.8 

4.8 

12.7 

15.9 

15.9 

20.6 

34.9 

69.8 

 0  10  20  30  40  50  60  70  80

無回答

その他

スリランカ

ネパール

モンゴル

ミャンマー

中国

カンボジア

インドネシア

フィリピン

ベトナム

[%]

（N=63）
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（５）「雇用に向けて手続を進めている」または「今後雇用を検討したい」企業
③外国人の雇用を検討する（したい）理由

 外国人を雇用する（した
い）理由は、「日本人が
確保できない」が74.6％
と最も多く、次いで「真
面目に働く」が55.6％、
「社内の活性化」が
34.9％である。

【外国人を雇用する（したい）理由（複数回答）】

4.8 

1.6 

3.2 

4.8 

4.8 

6.3 

7.9 

14.3 

20.6 

25.4 

34.9 

55.6 

74.6 

 0  50  100

無回答

その他

協調性がある

能力が優れている

特別な技術・知識がある

賃金が安い

定着率が高い

事業のグローバル展開

同業他社が雇用している

技術取得を目指す外国人を応援したい

社内の活性化

真面目に働く

日本人が確保できない

[%]
（N=63）
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（５）「雇用に向けて手続を進めている」または「今後雇用を検討したい」企業
④外国人受入れの際の課題

 受入れの重要度、優先度の高
い課題は、「一定レベルの日
本語能力の習熟」が63.5％と
最も多く、次いで「受入企業
の体制整備」が52.4％、「安
定的な受入れ人数の確保が
34.9％である。

【外国人受入れの際の課題（複数回答）】

3.2 

1.6 

3.2 

4.8 

7.9 

11.1 

15.9 

23.8 

27.0 

27.0 

34.9 

52.4 

63.5 

 0  20  40  60  80

無回答

その他

送出し国や外国人材に対する鹿児島の認知度の不足

外国人材の優良な活用事例の共有

外国人材向け相談窓口の充実

賃金など処遇の向上

多言語対応の生活環境整備

（ごみ出し、公共施設利用など）

受入企業向け相談窓口の充実

文化、生活習慣の相互理解

失踪や事故等への対応

安定的な受入れ人数の確保

受入企業の体制整備

（指導人員の不足、住居の確保、社内規定の整備など）

一定レベルの日本語能力の習熟

（コミュニケーション）

[%]

（N=63）
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（５）「雇用に向けて手続を進めている」または「今後雇用を検討したい」企業
⑤その他外国人材受入れに関する主な意見・要望等

 良い人材は採用してみたい。

 離島などは、都市部と比較して賃金が安い為、来てくれるか疑問。離
島、農村では、逆に生活費が掛からない事、東南アジア系との生活環境
に類似性がある事をアピールする事で、募集に応じてくれればと思う。
又、そのことを伝える環境が欲しい。

 技能実習生は、せっかく技能を身につけても数年で帰国しないといけな
いと聞いている。長く働いてもらうことはできないか。

 本当は日本人が良い。介護職の処遇改善及び介護事業所の安定経営のた
め、介護報酬の増額が何よりも必要だ。

 初期費用が少し高いと思う。 など
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（６）外国人を「雇用する予定はない」企業
①外国人を雇用しない理由

 外国人を雇用しない理由は、「労働力が足りている」が51.7％と最も多
く、次いで「受入体制が整わない」が41.9％、「コミュニケーションが不
安」が37.8％である。

 業種別に見ると、「農業（畜産含む）」、「介護事業」の最も多い理由は
「受入体制が整わない」である。

【外国人を雇用しない理由（複数回答）】

0.4 

10.1 

2.6 

13.5 

20.2 

20.2 

37.8 

41.9 

51.7 

 0  20  40  60

無回答

その他

離職率が高い

雇用期間が短い

生活習慣の違い

労務管理の負担が増す

コミュニケーションが不安

受入体制が整わない

（住居の確保、社内規定が未整備など）

労働力が足りている

[%]

N=267
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（６）外国人を「雇用する予定はない」企業
②その他外国人材受入れに関する主な意見・要望等

 実習生にかかるコストが高い。

 手続き等がややこしく、面倒である。

 専門性を要する業務内容が多く、作業上言葉が通じないと危険であるの
で弊社の業務内容に適さない。

 労働力不足への対策として、高齢者の再雇用、また自社で運営している
就労施設の利用者で補充している。そのため、今は必要ない。

 即戦力として、言葉の問題、技術力の問題、本人の能力の問題など課題
が多すぎて受入れられない様に思える。 など
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